
 

平成２６年度寄り添い型相談支援事業（全国支援事業）募集要綱 

 

  寄り添い型相談支援事業（平成２５年度より社会的包摂ワンストップ相談支援事

業から寄り添い型相談支援事業に名称変更。以下「支援事業」という。）は、東日本

大震災の被災地（岩手、宮城、福島）で実施する「寄り添い型相談支援事業（被災

地支援事業）」（以下「被災地支援事業」という。）と、その他全国で実施する「寄り

添い型相談支援事業（全国支援事業）」（以下「全国支援事業」という。）として実施

しています。 

 そのうち、平成２６年度の全国支援事業について、次のとおり実施者を募集しま

すので、希望する法人は下記により応募してください。 

この度の実施団体の募集は、平成２６年度の円滑な事業実施のため、予算の成立

に先立って行うものです。 

したがって、今回の募集による実施者の決定は、国会における予算の成立が前提

となりますのでご留意ください。 

 

Ⅰ 募集期間 

平成２６年２月２８日まで（必着） 

 

Ⅱ 支援事業の実施期間 

平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの事業とする。 

 

Ⅲ 事業の実施範囲 

  平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災において甚大な被害を受けた被

災３県（岩手県、宮城県、福島県）以外に居住する住民に対し、Ⅶに掲げる事業

を実施する事業 

 

Ⅳ 応募資格 

次のすべてに該当する法人とする。 

１ 「Ⅶ 支援事業の目的・内容・実施条件」に即して事業を実施することがで

きる法人であること。なお、事業の内容・実施条件は、厚生労働省社会・援護

局において想定した事業運営方法に基づいて示したものであり、応募しようと

する法人が、目的をより効果的、効率的に達成するために、事業の内容・実施

条件に必要最低限の変更を加える提案を行うことを妨げるものではない。 

２ 社会的包容力構築の理念を有している法人であること。 

３ 社会的排除のリスクが高い者に対する電話及び面接による相談支援事業等の

実績を有している法人であること。 

４ 社会的排除のリスクが高い者に対する電話及び面接による相談支援を実施し、

又は当該者に同行して社会資源の活用等の支援を実施した経験の豊富な個人が

相当数所属している法人であること。 



５ 自殺問題への取組、人権問題への取組、雇用問題への取組、性差や国籍など

多様性に対応した取組、配偶者からの暴力被害者や性犯罪被害者に対する支援

の取組、高齢者や障害者の介護・福祉等の取組など、様々な分野での取組の経

験のある個人が相当数所属しているとともに、係る取組を先進的に進めている

各種団体等からの支援を受けられるネットワークを有する法人であること。 

６ 電話及び面接による相談支援事業並びに相談者に同行して社会資源の活用等

を支援する事業の効果につき、一定程度以上の根拠ある基準による評価が実施

できる能力を有する法人であること。 

７ 宗教活動や政治活動を主たる目的とする団体、暴力団若しくは暴力団の統制

の下にある団体ではないこと。 

 

Ⅴ 応募方法 

添付の応募用紙に必要事項を記入の上、以下まで持参又は郵送で応募すること。 

郵送：〒100-8916東京都千代田区霞が関 1-2-2 

        厚生労働省社会・援護局地域福祉課地域福祉係 

 

Ⅵ 応募者の審査及び決定の通知 

 

１ 選定委員会による審査 

採択に当たっては、厚生労働省社会・援護局において第三者委員による選定委

員会を開催し、書面審査・ヒアリング等の方法により厳正に審査し、採否を決定

する。なお、ヒアリングを実施する場合に要する旅費等については補助対象とし

ないので注意すること。 

 

２ 採否決定の通知 

採否の決定後、速やかに応募者に対し、決定の通知を発送することとする。な

お、評価委員会及び評価内容は非公表とする。 

 

３ 補助金申請等 

平成２６年度予算成立後、交付要綱及び実施要綱を発送することとしているの

で、採択された法人は、これらを受理後、速やかに交付要綱に従って補助金申請

を行うとともに、実施要綱に従って事業の準備を始めること。 

 

Ⅶ 支援事業の目的・内容・実施条件 

 

１ 目的 

近年、地域、家庭、職場のつながりが薄れ、社会的に孤立し、生活困難に陥る

リスクが増大している。特に東日本大震災の発生により、被災地をはじめ、全国

的に社会的排除のリスクが急速に高まっている。また、生活困難の事象が多様化

する中で、様々な支援にたどり着くことができず、生活困難が深刻化する例もみ



られる。 

このため、生きにくさ、暮らしにくさを抱える人々に対し、いつでも電話によ

る相談を受けて悩みを傾聴するとともに、必要に応じ、面接相談や同行支援を実

施して具体的な問題解決に繋げる事業を実施することにより、社会的包容力の構

築を図ることを目的とする。 

 

２ 事業内容 

（１）ネットワーク体制の整備 

① 中央センターと地域センターの設置 

支援事業を実施する者（以下「実施者」という。）は、支援事業全体を統

括するために中央センターを設置するとともに、相談者に対して同行支援の

必要があると認められる場合に、これを速やかに実施できるよう、原則とし

て全国（被災３県を除く）に地域センターを設置する。また、地域センター

からの要請に応じて同行支援等の協力に応じることのできる法人・団体等

（以下、「協力団体」という。）を確保し、中央センター、各地域センター及

び協力団体により、どこに居住する相談者に対しても、同行支援ができる体

制を確保することとする。 

 

② 中央センターの役割と職員の配置 

中央センターは、事業全体を統括するとともに、地域センターでは対応で

きない時間や地域等を補完する形で電話相談を受け付けるものとする。 

また、相談支援体制は、広域的に早急に整備され、相談者一人一人に対し

て効果的・効率的に実施されることが必要であるとともに、事務的作業の効

率化を図る観点から、中央センターは、地域センターとの連絡調整のほか、

コーディネーターの地域センターへの派遣、同行支援のフォローアップ、相

談者の相談・支援記録の一元管理、地域センターの事務支援等を併せて行わ

なければならないものとする。 

中央センターには、本事業の管理者、電話対応を行う電話相談員、電話相

談員の指導や相談者の総合調整に当たるコーディネーター及び専門的見地

から、電話相談員やコーディネーターに助言する専門員を配置するものとす

る。 

 

③ 地域センターの役割と職員の配置 

地域センターは、自らの担当する地域からの電話相談を受け付けるととも

に、必要に応じ、面接相談、同行支援を行い、相談者の具体的な問題解決に

努めるものとする。 

地域センターには、電話対応を行う電話相談員、地域センター自らの判断

又は中央センターからの要請により面接相談や同行支援を行う支援員を配

置するものとする。 

 



④ 協力団体の役割 

協力団体に所属する者（以下「協力員」という）は、中央センター又は地

域センターからの要請により、面接相談や同行支援を行い、相談者の具体的

な問題解決に努めるものとする。 

 

⑤ 中央センター、地域センター、協力団体間の連携 

中央センターは、自らが受けた電話相談の内容に応じ、適宜、地域センタ

ー又は協力団体に面接相談や同行支援の要請を行う。 

地域センターは、相談者の居住地その他の状況により、当該地域センター

が自ら面接相談や同行支援を行うよりも協力団体に要請する方が適当と判

断される場合は、当該協力団体に面接相談や同行支援の要請をしなければな

らない。 

中央センターと地域センターは、相互に補完・協力して相談者の支援に努

めるとともに、常に緊密な連携を図らなければならないこととし、必要に応

じ相談者の支援状況の共有や連絡調整を目的とした会合を開催しなければ

ならない。また、相談者への適切な対応を図るため、電話相談員、コーディ

ネーター、支援員は互いに、それぞれの属性、傾聴・会話法等のスキル、専

門分野又は得意分野等を熟知していなければならない。 

また、中央センター又は地域センターは、協力団体との連携にも努めるも

のとする。 

 

   ⑥ 被災地支援事業実施者との連携 

     東日本大震災により全国に避難している被災者への支援は、被災地の地域

の実情を熟知した相談員による対応が必要なこと等もあることから、本事業

実施者が受けた相談者を、別途定める「寄り添い型相談支援事業（被災地支

援事業）実施要綱（今後発出予定）」に基づき当該事業を実施する被災地支

援事業実施者（以下「被災地支援事業実施者」という。）へ引き継ぐなど、

被災地支援事業実施者と本事業実施者は相互に連携すること。 

 

（２）電話相談 

① 電話相談員 

ア 電話相談員は相談者に対して傾聴するとともに、相談者の抱える問題を整

理する。 

イ 整理した問題を相談者と共有し、相談者に対し、その問題の解決に当たっ

て必要となる情報を提供するとともに、具体的な解決への道筋について説明

する。なお、解決への道筋を示すに当たっては、単に、既存の各種専門相談

機関や利用可能な制度等の社会資源を紹介するにとどまることなく、社会資

源の具体的な活用方法やそのポイントを説明するとともに、行動へのインセ

ンティブを与えるなど、相談者が適切に行動できるよう配慮しなければなら

ない。 



ウ 電話相談員は、電話相談員の行った上記の情報提供や説明に基づいて、相

談者が実際に行動して問題解決につなげることができたか否か、必要に応じ

フォローアップしなければならない。 

エ 電話相談員は自らが受けた相談について、相談内容、相談者の抱える問題、

問題解決に当たって自らが提供した情報や説明した内容及びその後のフォ

ローアップ状況について、適切かつ即時に記録しなければならない。 

 

② コーディネーター 

ア コーディネーターは、自らも電話相談を担うとともに、電話相談員を適切

に指導し、必要があると認める場合は、電話相談員の行った情報提供や説明

の内容を修正するよう指示しなければならない。 

イ コーディネーターは、電話相談の内容によって必要があると認める場合は、

自ら同行支援し、又は支援員に対して同行支援を要請しなければならない。

地域センターにおける同行支援の要請その他コーディネートする上で必要

と認められる場合は、実施者は、コーディネーターの一部を地域センターに

常駐させることができるものとする。 

 

③ 専門員による助言 

専門員は、それぞれの専門的見地から、必要に応じ、電話相談員又はコー

ディネーターに対し、助言・指導を行うものとする。 

 

（３）面接相談・同行支援 

①  支援員又は協力員は、コーディネーターからの要請を受け、相談者に対し

て、面接相談及び同行支援を行う。同行支援とは、相談者が各専門相談機関

に相談に行く際に同行することにとどまらず、必要に応じ、各専門相談機関

と連携して問題の解決を図ることを言う。 

② 支援員又は協力員は、自らの行った面接相談、同行支援の内容を適切かつ

即時に記録するとともに、その情報を中央センターにも速やかに伝達するも

のとする。 

③ 面接相談の実施にあたっては、相談者のニーズに応じて、創意工夫の上で

実施すること。 

 

（４）相談記録の管理及び情報の共有 

①  本事業に携わる者は（当該事業から離れた者も含む。）は、プライバシーに

十分配慮すると共に、正当な理由がなく事業の実施により知り得た秘密を漏ら

してはならない。 

② 相談記録は、電子化等により、相当の必要性のある電話相談員、コーディネ

ーター、専門員、支援員の間で、即時かつ常時情報共有できるようにしなけれ

ばならない。 

③ 相談記録は、必要に応じ類似の相談に活用するとともに、統計分析の基礎デ



ータとすることとし、その用に供するために分類・整理され、容易に加工・抽

出できる環境が整備されていなければならない。 

 

（５）広報・普及啓発 

実施者は、支援事業の存在と事業内容、また、社会的包容力の構築の理念等に

ついて国民への周知を図るため、例えば、駅、車両へのポスターの貼付、新聞へ

の広告の掲載、ホームページの開設、イベントの開催等の広報・普及啓発に努め

なければならない。 

 

（６）各種補助金との併給調整 

   本事業を行う事業者に対する補助金と同一の事由により支給要件を満たすこ

ととなる各種補助金等のうち国が実施するもの（国が他の団体等に委託して実

施するものを含む。）との併給はできないものとする。 

 

３ 事業実施に当たっての条件 

（１）地域センターの選定について 

  ① 実施者が地域センターを設置するに当たっては、運営する者を公募により

募集することとし、明確な選定基準を定め、外部の委員による選定委員会を

開催し決定すること。 

② 地域センターを運営する者は、当該地域において１年以上の活動実績を有

する者であるとともに、地方自治体からの事業委託の実績がある等、地方自治

体との連携が確保できる者であること。 

 

（２）電話相談 

①  実施者は、電話相談事業を実施するに当たっては、統一した電話番号であ

って住民が覚えやすいものを確保し、これを住民に周知しなければならない 

② 電話相談窓口は、２４時間３６５日対応とすること。 

③ 電話回線は、少なくとも日中（１０時から２２時まで）は２０回線以上、

夜間（２２時から翌１０時まで）は５回線以上確保するとともに、これに対

応できるだけの電話相談員を確保すること。 

      なお、事業開始後の電話の受信状況から、日中の回線数と夜間の回線数を

相互に調整することで、より効率的な受信が可能となる場合は、日中・夜間

の回線数を相互に増減させることも可能とする。 

④ コーディネーターは、少なくとも日中（１０時から２２時まで）は２人以

上、夜間（２２時から翌１０時まで）は１人以上確保すること。 

⑤ 専門員は、適時、コーディネーター又は電話相談員からの相談に応じられ

る体制を確保すること。 

⑥ 電話回線及び人員の配置については、③から⑤までに関わらず、架電実績

に即して、その時間帯については柔軟に対応し、接続完了率の向上に努めるこ

と。 



⑦ 電話相談員の中央センターと地域センターへの配分については、実態に応

じて適切に行うこと。 

⑧ 電話相談員は、確立された技法に基づく基本的な態度（傾聴を含む）や会

話法などの一定以上の専門的知識・技術を有するとともに、社会資源及びその

利点や活用方法についての豊富な知識を有していなければならない。実施者は、

これらの知識・技術が不足している電話相談員に対しては、電話相談の開始ま

でに計画的にかつ十分な研修を受けさせなければならない。 

⑨ コーディネーターは、相談支援、傾聴に関する経験が豊富で分析能力が高

く、相談者の自己決定権を尊重でき、調整能力に優れ、誰からも信頼される者

であって、電話相談員に対する指示、指導が行えるために必要な知識・技能を

有しているものでなければならない。 

⑩ 専門員として、少なくとも、破産法制・倒産法制・人権や成年後見制度等

に造詣の深い弁護士を１人以上、カウンセリング経験の豊富な心理の専門家を

１人以上、相談支援及び社会資源活用支援の経験の豊富な社会福祉士等を１人

以上確保しなければならない。 

 

（３）面接相談及び同行支援 

① 支援員及び協力員は、面接相談・同行支援に当たって必要となる基本的態

度、傾聴、会話法などの一定以上の専門的知識・技術を有しており、相談者の

信頼を得られる資質を有していなければならない。 

② 面接相談及び同行支援は、相談者の時間的都合に合わせて実施しなければ

ならないこと、生命に危険があって緊急に対応しなければならない事態も想定

されることから、２４時間３６５日対応できる体制を確保しなければならない

ものとする。 

 

（４）効果測定及び報告 

① 実施者は、自らの実施した支援事業について、客観的な指標に基づき、そ

の効果を定期的に測定するとともに、第三者による評価委員会等により事業

内容の検証を行わなければならない。 

② 実施者は、地域センターから事業内容についての報告を受け、①の評価委

員会等による検証を行わなければならない。 

③ ①及び②の結果については、その内容を厚生労働省社会・援護局長に報告

するとともに公表しなければならない。 

 

（５）第三者による会計監査 

    実施者は、事業の実施に伴う経理について、実施者外の第三者による必要

な監査を適宜行い、適切な支出に努めなければならない。 

 

（６）自主財源確保の取組 

    実施者は、事業の実施にあたっての自主財源の確保の努めなければならな



い。 

 

（７）その他 

その他、支援事業を実施するに当たっては、実施者は、厚生労働省社会・援護

局と常に緊密に連携し、その指示に従わなければならない。 

 

４ 補助金の交付を受けるに当たっての条件 

（１）経理区分 

実施者は、本事業に係る経理と他の経理を区別しなければならない。また、本

事業と被災地支援事業を同一の実施者が行う場合は、本事業に係る経理、被災地

支援事業に係る経理、他の経理をそれぞれ区別しなければならない。 

 

（２）対象経費等 

   経費の補助については、別に定める交付要綱に基づいて行われるものである。 

①  国庫補助基準額（定額（１０／１０相当）） 

     ８００，０００千円 

     なお、上記基準額については、別に定める交付要綱において定めるもの

であり、現時点における目安として設定しているものであることに留意す

ること。したがって、電話回線数やコーディネーターの配置数等について

は、交付要綱に定める基準額の増減により、別途厚生労働省と協議して定

めること。 

② 対象経費等 

     対象経費については、俸給及び諸手当、社会保険事業主負担金、諸謝金、

職員旅費、委員等旅費、庁費（備品費、消耗品費、印刷製本費、通信運搬

費、光熱水料、借料及び損料、会議費、燃料費、賃金及び雑役務費）、委託

費を予定している。 

 

（３）書類の管理 

実施者は、補助金に係る予算及び決算との関係を明らかにした調書を作成する

とともに、支援事業に係る歳入及び歳出について証拠書類を整理し、かつ調書及

び証拠書類を支援事業の完了の日の属する年度の終了後５年間保管しておかな

ければならない。 

なお、補助額は、次により算出された額とする。ただし、算出された額に１，

０００円未満の端数が生じた場合には、これを切捨てるものとする。 

① 厚生労働大臣が定める基準額と補助対象となる経費の実支出額とを比較

して少ない方の額を選定する。 

② ①により選定された額と総事業費から寄付金その他の収入額（社会福祉法

人等の営利を目的としない法人については寄付金を除く。）額を控除した額

とを比較して少ない方の額を交付額とする。 

 



（４）補助金交付目的外利用の禁止 

事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価 30万円以上の機械及び器

具については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令第 14条

第１項第２号の規定により厚生労働大臣が別に定める期間を経過するまで、厚生

労働大臣の承認を受けないで、この補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、

交換し、貸し付け、担保に供し、又は廃棄してはならない。 

なお、厚生労働大臣の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場

合には、その収入の全部又は一部を国庫に納付させることがある。 

 

（５）善管注意義務 

事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業完了後において

も善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運営を図らなけ

ればならない。 

 

（６）仕入控除額確定の報告 

事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税及び地

方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合は、速やかに厚生労働大臣に報告し

なければならない。 

なお、補助事業者が全国的に事業を展開する組織の一支部（又は一支社、一支

所等）であって、自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、本部（又は本社、

本所等）で消費税及び地方消費税の申告を行っている場合は、本部の課税売上割

合等の申告内容に基づき報告を行うこと。 

また、厚生労働大臣に報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税に係

る仕入控除税額の全部又は一部を国庫に納付させることがある。 

 

（７）実績報告の提出 

別に定める交付要綱に定めるところにより、事業実績報告書を厚生労働大臣に

提出して行わなければならない。 

なお、厚生労働大臣は、交付すべき補助金の額を確定した場合において、既に

その額を超える補助金が交付されているときは、期限を定めて、その超える部分

について国庫に返還することを命ずる。 

 


